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目的

電気料金高騰により経費負担が増す中、地域経済
を支える中小企業の安定した事業継続を支えるため、
事業者に対し、電気料金経費の一部を補助すること
により、経済的負担を軽減し、もって地域の活力維
持と地域内消費の活性化につなげることを目的とし
て、補助金を交付するものです。

事業概要

【補助金名】

美里町中小企業物価高騰支援補助金

【交付対象者】

手引き２ページに掲載

【補助金額】

中小企業（※） １事業者当たり１０万円
小規模企業（※） １事業者当たり ３万円
※ 中小企業基本法第２条第１項若しくは第５項に

規定する「中小企業」及び「小規模企業」であり、

町内に事務所又は事業所を有するもの。

【申請方法】
電子申請若しくは書類申請
※添付書類については、手引き３ページに掲載

【申請期間】
令和８年９月３０日（水）まで
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交付対象者

（１）町内に事務所又は事業所を有し、中小企業基本法に規定する

中小企業又は小規模企業であること。

（２）主たる事業が日本標準産業分類に掲げる大分類のうち、

Ｃ鉱業、採石業、砂利採取業、Ｄ建設業、Ｅ製造業、Ｆ電気・

ガス・熱供給・水道業、Ｇ情報通信業、Ｈ運輸業、郵便業、

Ｉ卸売業、小売業、Ｊ金融業、保険業、Ｋ不動産業、物品賃貸

業、Ｌ学術研究、専門・技術サービス業、Ｍ宿泊業、飲食サー

ビス業、Ｎ生活関連サービス業、娯楽業、Ｏ教育、学習支援業、

Ｐ医療、福祉又はＲサービス業のいずれかに該当する事業を営

んでいること。

（３）事業用太陽光発電のみを行う事業者でないこと。

（４）個人で土地・建物等の賃貸のみを行い、その他の事業活動を

行っていない事業者でないこと。

（５）令和８年４月１日時点で町内で事業を継続して営んでいること。

（６）令和８年度以降も町内で事業継続する意思があること。

（７）美里町暴力団排除条例（平成２４年美里町条例第２８号）第２

条第３号に規定する暴力団員に該当せず、同条第２号に規定す

る暴力団及び同条第４号に規定する暴力団員等と関係を有して

いないこと。

（８）町税に滞納がない者であること。

（９）個人事業主にあっては、個人事業主の場合、令和５年分から

令和７年分までのいずれかの確定申告における事業収入が

１２０万円を超えていること。

（10）前各項目に掲げるもののほか、補助金の趣旨から適当でないと

町長が判断するものでないこと。



申請方法

①電子申請 ②書類申請
申請書及び添付書類をご提出
ください。
※申請書様式は、ホームページ
からダウンロード可能
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添付書類

【共通】
・補助金振込先預金通帳の写し

（通帳の見開き１ページ目）

【個人事業主】

補助金３万円

に該当する場合

・令和５年分から令和７年分までのうち確定

申告にける事業収入が１２０万円を超えて

いる年の確定申告書の写し（申告書第一表、

収支内訳書(青色申告の場合は、決算書)）

【個人事業主】

補助金１０万円

に該当する場合

・令和５年分から令和７年分までのうち確定

申告にける事業収入が１２０万円を超えて

いる年の確定申告書の写し（申告書第一表、

収支内訳書(青色申告の場合は、決算書)）

・従業員数（役員除く）が確認できる書類の

写し(労働保険料算定基礎賃金集計表など)

【法人】

補助金３万円

に該当する場合

・直近の事業年度に係る法人住民税申告書の

写し（第二十号様式）

【法人】

補助金１０万円

に該当する場合

・直近の事業年度に係る法人住民税申告書の

写し（第二十号様式）

・従業員数（役員除く）が確認できる書類の

写し(労働保険料算定基礎賃金集計表など)

右のQRコード
から申請でき
ます。
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Ｑ．太陽光発電事業を行っていますが、対象になりますか？

Ａ．事業用太陽光発電のみを行っている場合は、対象外です。

他の対象業種の事業と併せて営んでいる場合は、個別に

ご相談ください。

Ｑ．個人で貸家を貸していますが、申請できますか？

Ａ．土地や建物の賃貸収入のみで事業を行っている方は、対象外

となります。他の対象業種の事業を主に営んでいる場合は、

個別にご相談ください。

Ｑ．農業者は対象ですか？

Ａ．農業者は対象外です。ただし、６次産業化により製造業など

に該当する場合は、内容により判断されますので、ご相談く

ださい。

Ｑ．補助金はいつ振り込まれますか？

Ａ．申請情報は、月ごとに取りまとめ、翌月に申請内容の審査を

行い、交付決定に関する通知書を送付します。補助金の交付

は、交付決定通知の送付後に支払処理を行い、指定口座に振

り込むため、申請から振込まで概ね２か月程度を予定してお

ります。

Ｑ＆Ａ
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Ｑ．常時雇用する従業員の定義は？

Ａ．中小企業基本法上の常時雇用する従業員とは、労働基準法第

20条の規定に基づく「予め解雇の予告を必要とする者」

（パート、アルバイト、派遣社員なども含み）とされていま

す。

会社役員及び個人事業主は、予め解雇の予告を必要とする者

に該当しないため、従業員に該当しません。

また、以下①～④のいずれかに該当する場合は、該当しませ

ん。

①日雇いの者

②２か月以内の期間が定めれている者

③季節的業務に４か月以内の期間が定めれている者

④試用期間中の者

Ｑ＆Ａ

Ｑ．中小企業基本法に基づく「中小企業」と「小規模企業」

とは？

Ａ．次のとおりです。（中小企業庁HPを参照）

業種

中小企業（いずれか満たす） 小規模企業

資本金額
常時雇用する
従業員数

常時雇用する
従業員数

①製造業、建設業、運
輸業、その他産業（②
～④除く）

３億円以下 ３００人以下 ２０人以下

②卸売業 １億円以下 １００人以下 ５人以下

③サービス業 5,000万円以下 １００人以下 ５人以下

④小売業 5,000万円以下 ５０人以下 ５人以下
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Ｑ＆Ａ

Ｑ．１社で複数の事業を行っている場合、主たる事業は何で判断

すればよいか。

Ａ．複数の事業のうち、売上高が多い事業を主たる事業とします。

その場合は、事業ごとの売上高が分かる書類も添付願います。

Ｑ．令和８年４月１日時点で、創業後１年未満の場合は、申請で

きますか？

Ａ．申請可能です。

売上要件については、創業日から令和８年３月３１日までの

売上高から月平均売上を割り出し、１２で乗じて得た金額を

年間事業収入とみなし、１２０万円を超える場合は、交付対

象となります。添付書類については、前述の計算が分かる書

類（指定様式なし）を提出してください。

Ｑ．令和８年４月１日時点で創業後１年は経過しているが、令和

７年１月～３月の間に創業したため、令和７年分の確定申告

書の事業収入は１年分ではない。その時の添付書類は？

Ａ．以下の例を参考に添付書類を提出してください。

【令和７年２月１日創業の場合】

⇒令和７年分確定申告書＆令和８年１月の売上高が分かる書類

【令和７年３月１日創業の場合】

⇒令和７年分確定申告書＆令和８年１・２月の売上高が分かる

書類



提出先・問合せ先

美里町産業振興課商工観光室
（起業サポートセンターKiribi内）

住 所：遠田郡美里町牛飼字御蔵新田９３－４
電 話：０２２９－２５－３３２９

▼美里町産業振興課商工観光室（Googleマップ）

▼町ホームページ（中小企業等物価高騰支援補助金）
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